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□ごあいさつ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＜環境経営理念＞

＜環境保全への行動指針＞

改定日： 2022年9月1日

取締役社長 廣野　和正

制定日： 2006年7月1日

  ③生物多様性の保全を図る。

  ④環境配慮設計の推進、環境配慮技術の提案を促進する。

  ⑥操業による周辺環境への負荷低減を図る。

５．製造業を営むものとして、倫理観を持ち、信頼されるものづくりを行う。

１．法規制等の順守、適正管理、緊急事態への対応を行い、環境リスクを低減する。

２．環境社会貢献への意識を高め、環境活動等に積極的に参加・協力する。

３．環境経営を継続的に改善し、効果的、効率的に運用する。

４．環境汚染の予防、環境負荷の低減、環境の保全活動を推進する。

  ①二酸化炭素排出量を低減し、地球温暖化対策に貢献する。

  ②産業廃棄物排出量を削減し、機器の積極的な再利用に取り組む。

  ⑤環境にやさしい物品の購入を促進する。

　地球環境の保全については、人類共通の命題であるとの認識が定着しており、全産業においてさまざまな取組が
行われています。製造業においても、地球温暖化防止、資源･省エネルギー推進、産業廃棄物抑制・再利用促進な
どの環境保全活動が積極的に行われています。

　企業経営の面においては、経営者自らが環境関連法規制の遵守を確認する｢環境経営｣に止まらず社会的な面も
重要な要素とされ、最近では、本来の経済的な意味の｢経営｣に｢環境｣や｢社会｣を統合した｢企業の社会的責任｣へ
の重要性が高まっています。

　今後も、『社会から必要とされ続ける企業』として、認めていただけるよう、環境保全と再利用推進を経営の軸にお
き、『社会からの信用を第一』に全員参加で活動に取り組んでまいります。

環境経営方針

奥村機械製作は、奥村組グループの一員として、ものづくりを通じて
「人と地球に優しい環境の創造と保全」を目指す。
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□組織の概要 更新日：
（１） 名称及び代表者名

奥村機械製作株式会社
取締役社長　廣野　和正

（２） 所在地
本　　　社 大阪府大阪市西淀川区姫島3-5-26
相模原工場 神奈川県相模原市中央区清新8-20-80
東京事務所 東京都大田区大森北1-5-1　JRE大森駅東口ビル4階

（３） 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先
責任者　 稲場　啓能 TEL：06-6472-3461
担当者 川口　哲広

 
（４） 事業内容

建設工事用その他諸機械・器具の設計製作販売、修理加工並びに据付。
鉄骨、鉄桁の製作並びに架設。

（５） 事業の規模
売上高 百万円 ( 年度）

従業員　　　　　 名 名 名 名
延べ床面積　　　 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡
※派遣社員および協力会社職員含む。

（６） 事業年度 4 月 1 日 ～ 3 月 31 日

□認証・登録の対象組織・活動
登録組織名： 奥村機械製作株式会社
対象事業所： 本　　　社

相模原工場
東京事務所

活動： 建設工事用その他諸機械・器具の設計製作販売、修理加工並びに据付。
鉄骨、鉄桁の製作並びに架設。

□事業や製品（商品）の紹介
主要製品

【掘削機（シールド工法）】 【スチールセグメント】

【掘削機（推進工法）】 【自動クレーン】

建設機械部長
総務部総務課

5,282 2021
本　　　社 相模原工場 東京事務所

6,444 4,293 77 10,814㎡
2023.4.1現在

合計
114 48 4 166名

2023年4月1日
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□環境経営組織図及び役割・責任・権限表 更新日：

代表者

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加

内部監査チーム ・環境に関する内部監査の計画
・環境に関する内部監査の実施・報告

全従業員 ・環境経営方針の理解と環境への取り組みの重要性を自覚

・自部門の想定される事故及び緊急事態への対応のための手順書作成
・試行・訓練を実施、記録の作成
・自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施

・自部門の従業員に対する教育訓練の実施
・自部門に関連する環境活動計画の実施及び達成状況の報告
・自部門に必要な手順書の作成及び手順書による実施

環境経営委員会 ・環境経営計画の審議
・環境活動実績の確認・評価

部門長 ・自部門における環境経営方針の周知

・環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施
・環境関連の外部コミュニケーションの窓口
・環境経営レポートの作成、公開（事務所に備付けと地域事務局への送付）

・環境経営目標、環境経営計画書原案の作成
・環境活動の実績集計
・環境関連法規等取りまとめ表の作成及び最新版管理

・環境活動の取組結果を代表者へ報告
・環境経営レポートの確認

環境経営事務局 ・環境管理責任者の補佐、環境経営委員会の事務局
・環境負荷の自己チェック及び環境への取り組みの自己チェックの実施

・環境経営レポートの承認
環境経営管理責任者 ・環境経営システムの構築、実施、管理

・環境関連法規等の取りまとめ表を承認
・環境経営目標・環境経営計画書を確認

・環境経営方針の策定・見直し
・環境経営目標・環境経営計画書を承認
・代表者による全体の評価と見直し、指示

役割・責任・権限
代表者（社長） ・環境経営に関する統括責任

・環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間等経営資源を準備
・環境管理責任者を任命

内部監査チーム 環境経営事務局

環境経営委員会

安全衛生環境委員会

2023年4月1日

社長 廣野

環境経営管理責任者

稲場

川口

総務部

岩井

建設機械部

稲場

営業部

末廣
東京事務所

東
相模原工場

新川
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□主な環境負荷の実績
単位

※二酸化炭素排出係数：

□環境経営目標及びその実績

〇

〇

✕

〇

〇
〇

〇

〇

環境に配慮した生産活動 行動目標（P.10参照）

基準年度比 2016年 85.3% 77.3% 84.4% 83.6%

（最終処分（埋立）量） 基準年度比 2016年 100.0% 91.0% 100% 100%

水道水の削減
㎥ 2,180 1,859 1,686 1,840 1,822

（再資源化を除く） 基準年度比 2016年 108.7% 96.5% 107.6% 106.5%

産業廃棄物の削減
kg 64,800 64,800 58,970 64,800 64,800

384,750

一般廃棄物の削減
kg 1,809 1,966 1,745 1,946 1,926

上記二酸化炭素排出量合計 kg-CO2 460,871 391,993 380,946 388,353

灯油による二酸化炭素削減
kg-CO2 11,737 11,737 7,785 11,737 11,737

基準年度比 2016年 100.0% 66.3% 100% 100%

自動車燃料による二酸化炭素削減

kg-CO2 16,341 16,341 17,426 16,341 16,341

基準年度比 2016年 100.0% 106.6% 100% 100%

1,425

都市ガスによる二酸化炭素削減

kg-CO2 1,801 1,455 858 1,440

基準年度比 2016年 80.8% 47.7% 80.0% 79.2%

83.3% 82.4%

358,835 355,247
（基準年) （目標） （実績） （目標） （目標）

電力による二酸化炭素削減

kg-CO2 430,992 362,460 354,877

　　　　　　　　　　　　　　　　  　年　度
　　　項　目

基準値 2021年

評
価

2022年 2023年

上段： 通期

基準年度比 2016年 84.1% 82.3%

水道水使用量 ㎥ 1,780 1,840 1,686

（関電0.496　東電0.491/2015年度/調整後）を使用。

(再資源化分を含む)

　　産業廃棄物排出総量 kg 494,686 467,780 404,720(再資源化分を含む)

廃棄物排出量
　　一般廃棄物排出総量 kg 10,840 12,005 11,405

二酸化炭素総排出量 kg-CO2 392,949 391,136 382,039

項　目 2019年 2020年 2021年

売上高 百万円 5,569 5,117 5,282
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□環境経営計画の取組結果とその評価
数値目標：○達成　×未達成
活動：◎よくできた　○まあまあできた　△あまりできなかった　×全くできなかった

電力による二酸化炭素削減

取組紹介欄

2016年

2021年

都市ガスによる二酸化炭素削減

取組紹介欄

2016年

2021年

101 116 113
21 36 43 47 52 50 4242 27 21 15 11

取組結果とその評価、次年度の取組内容

数値目標 〇 目標達成
第3工場改修以降、ガスの使用量が半分程度で推移しているので、適正
量を把握して、目標値の再設定を行う。3年程度データを蓄積したうえ
で、再度適正な目標値を決定する。

・給湯室での適切な使用 ○
・温水温度の適正利用 ○

3月2月4月 5月 6月 7月 8月
128 84 55 40 29

53,070 52,921 60,634 61,520

9月 10月 11月 12月 1月

達成状況

23 24 84 84

72,861 70,08258,523 45,763 58,589 58,745 66,853 59,577
65,718 68,513 70,795 70,795 91,011 81,95668,291 57,658 72,143 74,996 73,705 71,419
10月 11月 12月 1月 2月 3月4月 5月 6月 7月 8月 9月

△
・休日出勤の統一、土休日の設定 ○
・工場設備の未使用時電源の停止 ○

達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組内容
数値目標 〇 目標達成

昨年度、再設定を行い毎年-1％の削減を目標としているが、結果として
目標の達成となった。目標値との乖離も少なく、適正な数値設定と考えら
れる。今後も継続して行くこと。

・空調温度の適正化（冷房２８℃　暖房２０℃） ○
・不要照明の消灯 ○
・ノー残業デーの実施

取り組み計画 達成状況 取組結果とその評価

0
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自動車燃料等による二酸化炭素削減

取組紹介欄

2016年

2021年

取組紹介欄

2016年

2021年

取組紹介欄

2016年

2021年 705
1,280 1,100 850680

9月 10月 11月 12月 1月 2月

384 453 512 1,070

341 272 46

4月 5月 6月 7月 8月

0 0 0 0 0 0 0

3月
200 0 0 0 0 0 0 600

229 112 207 157 157 110 185 131 69

4月 5月 6月 7月 8月 3月
0 209 94 0 202 70 0 120 0

9月 10月 11月 12月 1月 2月
0 163 77

407 580
259 400 536 484 303 435 566 429 340 516 512 480
520 538 462 605 472 527 459 537 513 377

達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組内容

3月9月 10月 11月 12月 1月 2月

目標未達成
目標値に対して、ガソリンは約13％減だが、軽油は約2.2倍の使用量と
なっている。主な原因は相模原工場の横持運搬と本社第1工場改修時の
発電機使用によるものとなっている。コロナウイルスが落ち着くとともにガ
ソリンの使用量が増大する可能性があるので注意すること。また、現場出
張工事においては、必要以外は社有車による移動は避け、公共交通機
関を利用すること。

4月 5月 6月 7月 8月

数値目標 ✕

・アイドリングストップ ○

・エコドライブ運転の励行 ○
・公共交通機関の利用促進通知 ○

0

200

400

600

800

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

ガソリン（L) 2016年 2021年
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100

200
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400

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

軽油（L) 2016年 2021年
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1,500
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灯油（L) 2016年 2021年
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一般廃棄物の削減

取組紹介欄

2016年

2021年

産業廃棄物の削減

取組紹介欄

2016年

2021年

水道水の削減

取組紹介欄

2016年

2021年 134 137 136 134
208 118 240

150 136 140 164 154 140 134

3月
128 221 135 253 133 285 121 226 112

9月 10月 11月 12月 1月 2月

129

○

4月 5月 6月 7月 8月

数値目標 〇 目標達成
節水に伴う設備的な改善は完了した。今後共節水意識の継続を図るた
め、安全朝礼等の場を利用して啓蒙すること。

・節水シールの貼り付け ○
・節水弁取り付け ○
・工場手洗場の洗面器使用の励行 ○
・使用後の完全止水の確認

5,900 2,600 7,500 1,600

達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組内容

6,800 5,800 4,700
2,600 5,700 6,160 4,720 4,900 3,120 7,370

3月
2,600 9,400 4,000 2,800 5,000 7,700 3,900 5,500 6,600

9月 10月 11月 12月 1月 2月

6,800

4月 5月 6月 7月 8月

数値目標 〇 目標達成
産業廃棄物の量は、仕事量に比例して増加するが、スクラップとの分別を
徹底するとともに、特に木くずにおいては、可能な限り解体してから廃棄
物入れに投入すること。

・分別の徹底 △
・梱包材の再利用 ○
・廃棄物入れの適正使用 ○

150 140 135 166

達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組内容

147 147 178
170 145 165 115 117 142 155

3月
147 122 162 177 154 143 145 157 147

9月 10月 11月 12月 1月 2月

147

達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組内容

○

4月 5月 6月 7月 8月

数値目標 〇 目標達成
目標値の約90％
目標値の再設定が適正であると考える。今後もこの水準で推移するように
努めること。

・分別の徹底 ○
・分別ごみ箱の設置 △
・帳票見直しによる印刷物の削減 △
・梱包材の再利用
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環境に配慮した生産活動

□環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果，並びに違反，訴訟の有無
法的義務を受ける主な環境関連法規制は次の通りです。

指定物質の指定施設の事故時の対応報告

環境関連法規制等の遵守状況の評価の結果、環境関連法規制等は遵守されていました。

家電リサイクル法 遵守
労働安全衛生法（有機溶剤リスクアセスメント） トルエン、キシレン 遵守

なお、違反、訴訟等も過去３年間ありませんでした。

悪臭防止法 トルエン他 遵守
水質汚濁防止法 遵守

テレビ、エアコン、洗濯機他

消防法（危険物） 危険物の保管 遵守
高圧ガス保安法 高圧ガス施設 遵守

フロン排出抑制法 業務用空調機 遵守
ＰＲＴＲ法 トルエン、キシレン 遵守

振動規制法 空気圧縮機、せん断機　他 遵守
下水道法 下水道 遵守

道路交通法 車両からの積載物のはみ出し、安全運転管理者等 遵守
騒音規制法 空気圧縮機、せん断機　他 遵守

適用される法規制 適用される事項（施設・物質・事業活動等） 判定
廃棄物処理法 一般廃棄物 、産業廃棄物（廃プラ、廃ガラス、廃油等） 遵守

・製品瑕疵の低減　(瑕疵製番物件数） △ 環境配慮製品の推進は、持続可能な社会の実現を目指すための、当社として取
り組むべき課題の一つであり、SDGsの取り組みとして外部に発信するツールで
ある。

・環境配慮製品の推進　（ECO2製品受注数） ×
・利益率の向上　（利益率の確認） ○
・製品原価の低減　（原価率の確認） ○

達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組内容
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□緊急事態対応の試行・訓練
緊急事態の想定： 火災の発生
■実施日： ■実施場所：
■参加者：

■実施内容： ①動画視聴　②避難経路確認　

■評価： □ あり ☑ なし

■実施状況の様子

緊急事態の想定： 地震の発生
■実施日： ■実施場所：
■参加者： ■実施内容：

■評価： □ あり ☑ なし

■実施状況の様子

奥村組が実施する震災訓練に毎年参加している。
災害情報第一報システム等の安否情報を集計し、震災対策本部にて集中管理している。
今後とも、全役職員参加による震災訓練を実施する。

動画による消火方法・煙からの脱出方法の視聴は、普段意識しない点が動画として
まとまっている為、学習という観点からも効率が良く、有意義なものである。

2021/9/2 本社工場　相模原工場　東京事務所
社長以下全役職員 役職員及び家族の安否確認

手順書の変更の必要性

2021/10/1～10/7　 本社工場　相模原工場　東京事務所
社長以下全役職員・場内協力会社

本社工場では、毎年、西淀川消防署の指導の下、消防訓練を実施しているが、新型ウイルスの影響により、
2019年度より、動画の視聴と避難経路の確認を各課ごとに実施し、学習型の火災訓練を実施している。
相模原工場については、避難訓練を実施。

手順書の変更の必要性
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□代表者による全体の評価と見直し・指示
実施日：

環境経営方針 ☑ 変更なし □ 変更あり

環境経営目標・計画 □ 変更なし ☑ 変更あり　来年度以降、原単位での目標値の設定を検討する。
実施体制 ☑ 変更なし □ 変更あり

□これまでの環境活動の紹介

クリーンアップ作戦の様子

2022年6月1日
　エコアクション21のガイドラインに則し、引き続き、法令遵守はもちろんのこと、より環境に配慮した経営活動を徹底していき
たい。地球環境との調和を図るとともに環境経営における先進的な取り組みを実施すること。また、「持続可能な開発目標
（SDGｓ）」の関心の高まりを見据え、当社においても、経営的かつ環境的視点から社会に必要とされる企業としてその責任を
果たすこと。

　2021年度は、軽油が目標値を達成できなかった。目標値935Lに対して2,016Lとなり約2.15倍である。原因は、相模原工場
で横持運搬用に使用したためではあるが、無駄な使用が無いように注意喚起を促すこと。長期的な視点から、安易に目標値
は変えないこととするが、今後目標が達成できない場合は、目標値の見直しを行うこと。

　当社においてCO2排出の約93％は電力消費によるものであるが、今年度その目標を達成できたことを評価する。LED照明
に切り替えたことによる目標値の再設定を行ったが、適正であると考えられる。

　時差出勤やリモートワーク等を実施し、変化に見合った対応策を講じるているが、時間外労働の低減と仕事効率の改善を
引き続き目指すこととする。
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